
 

板橋区商店街地域力向上事業費補助金交付要綱 

 

（令和２年４月７日区長決定） 

（令和３年６月 14日区長決定） 

 

（目 的）                                             

第１条 この要綱は、区が東京都商店街地域力向上事業費補助金交付要綱（令和 3年 3月 1日付 2産

労商地第 1800 号）による補助金をその財源の一部として、地域社会の中で商店街等が自ら実施する

住民生活を支えるための活動や新型コロナウイルス感染症拡大防止対策の活動に係る事業に対して

必要な補助金を交付することにより、広く地域社会に貢献する区内商店街の振興を図り、もって中

小商業の経営の安定と発展及び地域経済の活性化に寄与することを目的とする。 

 

（定 義） 

第２条 この要綱において、使用する用語の定義は、以下のとおりとする。 

(１) 「商店街等」とは、次に掲げるものをいう。 

ア 商店街 

イ 商店街の連合会 

ウ 商工会、商工会連合会及び商工会議所 

(２) 「商店街」とは、次に掲げるものをいう。 

ア 商店街振興組合法（昭和 37年法律第 141号）により設立された商店街振興組合 

イ 中小企業等協同組合法（昭和 24年法律第 181号）により設立された事業協同組合 

ウ 次に掲げる事項に照らし、板橋区長（以下「区長」という。）が商店街と認めるもの 

(ア) 当該区域で、中小小売商業又はサービス業に属する事業者の相当数が近接して、その

事業を営み、かつ、組織的な活動を行っていること。 

(イ) 社会通念上消費者により、まとまった買物の場として認識されていること。 

(ウ) 当該区域内に人又は車両が常時通行できる道路等を包含していること。 

(エ) 当該区域で活動を行うための会則等を有していること。 

(３) 「商店街の連合会」とは、次に掲げるものをいう。 

ア 商店街振興組合法により設立された連合会 

イ 中小企業等協同組合法により設立された連合会 

ウ ア、イ以外で、区単位に組織された商店街連合会 

  (４) 「地域力向上事業」とは、地域社会の中で商店街等自らが住民生活を支えるための事業（以

下「住民生活サポート事業」という。）及び新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を行うため

の事業（以下「感染症対策事業」という。）で、区長が特に認めた事業をいう。 

  (５) 「住民生活サポート事業」とは、防災・防犯、環境、高齢社会への対応等、商店街等自らが

住民生活を支えるための事業をいう。ただし、次に掲げる事業を除く。 

ア 物品の購入、配布のみを目的とする事業 

イ 施設整備を目的とする事業 

ウ 懇親及び娯楽のみを目的とする事業 

エ 販売促進等、営利を目的とする事業 



 

オ 他の補助金等を一部財源とする事業 

カ 事業に係る全ての業務を委託する事業 

  (６) 「感染症対策事業」とは、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、商店街等自らが感

染拡大防止ガイドライン等に基づく取組を実施する事業をいう。ただし、次に掲げる事業を除

く。 

ア 施設整備を目的とする事業 

イ 懇親及び娯楽のみを目的とする事業 

ウ 販売促進等、営利を目的とする事業 

エ 他の補助金等を一部財源とする事業 

オ 事業に係る全ての業務を委託する事業 

 

（補助金の交付対象） 

第３条 補助金は、地域力向上事業に必要な別表の１及び３に掲げる経費（以下「補助対象経費」と

いう。）について、予算の範囲内において、商店街等に交付するものとする。ただし、別表の２及び

４に掲げる経費は除く。 

２ 前項に規定する事業は、交付決定の日から翌年の３月 31日までの期間に実施完了した事業とする。

なお、同一商店街等が行う住民生活サポート事業は、１ヵ年度２事業、感染症対策事業は、１ヵ年

度１事業までとする。 

 

（補助金の額） 

第４条 １事業当たりの１商店街等の補助金の額は、次に掲げる額とする。 

(１)  「住民生活サポート事業」については、補助対象経費の３分の２以内の額又は補助限度額
20 万円のいずれか低い額とする。 

(２)  「感染症対策事業」については、補助対象経費の６分の５以内の額又は補助限度額 30 万円
のいずれか低い額とする。 

 

（補助金の交付申請） 

第５条 商店街等は、補助金の交付を受けようとするときは、別途定める期日までに、様式第１によ

る補助金交付申請書に、必要な書類を添えて、区長に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第６条 区長は、前条の補助金交付申請書の提出を受けたときは、その内容を審査し、必要に応じて

現地調査等を行い、適正と認めるときは補助金の交付決定を行い、様式第２による補助金交付決定

通知書により商店街等に通知するものとする。 

２ 区長は、前項の通知に際して、必要な条件を付することができる。 

３ 補助金の交付決定の額は、商店街等が行う事業ごとの第４条の規定により算出する額（１千円未

満の端数は切り捨て）又はその補助金交付申請額のいずれか低い額を合計した額とする。 

 

（申請の取下げ） 

第７条 商店街等は、前条の交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、交付決定



 

の通知を受けた日から 14日以内に、その旨を記載した書面を区長に提出することにより、申請の取

下げをすることができる。 

２ 前項に規定するほか、交付申請後に申請を取り下げようとするときは、遅滞なくその旨を記載し

た書面を区長に提出しなければならない。 

 

（補助事業遅延等の報告） 

第８条 商店街等は、地域力向上事業が当該年度内に完了することができないと見込まれるとき又は

その遂行が困難となったときは、速やかに様式第３による補助事業遅延等報告書を区長に提出し、

その指示を受けなければならない。 

 

（事業の内容変更等） 

第９条 商店街等は、地域力向上事業の名称、実施期間等の内容を変更しようとする場合又は中止を

しようとする場合は、あらかじめ様式第４による変更等承認申請書に、必要な書類を添えて、区長

に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更についてはこの限りではない。 

２ 区長は、前項の承認をしたときは、様式第４の２により商店街等に通知するものとする。 

 

（状況報告） 

第 10条 商店街等は、地域力向上事業の遂行状況について、区長の要求があったときは速やかに書面

により報告しなければならない。 

 

（実績報告） 

第 11条 商店街等は、原則、地域力向上事業の実施が完了した月の翌々月末又は翌会計年度で別途定

める日のいずれか早い日までに、必要な書類等を添えて、様式第５による実績報告書を区長に提出

しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第 12条 区長は、前条の規定による実績報告を受けたときは、その内容を審査し、必要に応じて現地

調査等を行い、その報告に係る地域力向上事業の成果が、補助金の交付決定の内容及びこれに付し

た条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、様式第６により商店街等に通

知するものとする。 

２ 前項の規定により交付すべき補助金の額は、地域力向上事業ごとの第４条の規定により算出する

額（１千円未満の端数は切り捨て）又は第６条第３項に規定する額のいずれか低い額を合計した額

とする。 

 

（補助金の支払等） 

第 13条 区長は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定したのち、補助金を支払うものとす

る。ただし、補助金の交付決定後に事業の円滑な遂行のため区長が必要と認める場合は、概算払を

することができる。 

２ 商店街等は、前項の規定により補助金の支払を受けようとするときは、様式第７による補助金請

求書を、前項ただし書の規定により補助金の概算払を受けようとするときは、様式第７の２による



 

補助金概算払請求書を区長に提出しなれければならない。 

３ 商店街等は、補助金の概算払を受けたときは、前条の規定による補助金の額の確定通知書受領後、

様式第８による補助金清算書を区長に提出し、速やかに補助金を清算しなければならない。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 
第 14条 商店街等は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び

地方消費税の仕入控除税額が確定した場合には、速やかに様式第９により報告しなければならない。 
２ 前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税の全部又は一部の返還を命じるものと

する。 
 

（交付決定の取消し） 

第 15条 区長は、商店街等が次の各号のいずれかに該当する場合、補助金の交付決定の全部又は一部

を取り消すことができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(２) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(３） 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令又は補助金の交付決定に基づく命

令に違反したとき。 

２ 第１項の規定は、第 12条の規定により交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用が

あるものとする。 

 

（補助金の返還） 

第 16条 区長は、前条の規定による補助金の交付決定を取り消した場合において、補助事業の当該取

消しに係る部分に関し、既に商店街等に補助金が支払われているときは、期限を定めてその返還を

命じるものとする。 

 

（補助金の経理等） 

第 17条 商店街等は、地域力向上事業に係る経理について収支の事実を明らかにした証拠書類を整理

し、かつ、これらの書類を地域力向上事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存する

ものとする。 

 

（補助金に付すべき条件） 

第 18条 区長は、商店街等に補助金を交付するときは、次に掲げる条件を付さなければならない。 

(１) 補助対象経費により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）につい   

ては、台帳を設け、その管理状況を明らかにしなければならないこと。 

(２) 取得財産等については、地域力向上事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって

管理し、補助金の交付目的に従って、その効率的運営を図らなければならないこと。 

(３) 取得財産等を他の用途に使用し、他の者に貸し付け若しくは譲り渡し、他の物件と交換し又

は債務の担保に供しようとする場合は、区長の承認を受けなければならないものとすること。 

(４) 取得財産等を処分することにより収入があり、又はあると見込まれる場合は、交付した補助

金の全部又は一部に相当する金額を区に納付しなければならないこと。 



 

(５) 地域力向上事業の完了後、区長から要求のあったときは、事業内容等について常に公開でき

るよう書類を整備しなければならないこと。この場合において、公開期限は地域力向上事業の

完了した日の属する会計年度の終了後５年間とすること。 

 

（取得財産等の管理及び処分） 

第 19条 商店街等は、前条第３号の規定による承認を受けようとする場合は、取得財産等のうち、取

得価格又は効用の増加した価格が 50万円以上のものについては、あらかじめ様式第 10による取得

財産等処分承認申請書を区長に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（検 査） 

第 20条 商店街等は、区長が板橋区職員をして地域力向上事業の運営及び経理等の状況その他必要な

事項について報告を求めさせた場合、又は検査させた場合には、これに応じなければならない。 

 

（違約金及び延滞金の納付） 

第 21条 第 15条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部の取消しを行い、第 16条の規定によ

り補助金の返還を命じたときは、区長は、商店街等が補助金を受領した日から返還の日までの日数

に応じ、補助金の額（一部を返還した場合のその後の期間においては既返還額を控除した額）につ

き、年 10.95 パーセントの割合で計算した違約加算金（100 円未満の場合を除く。）を商店街等に納

付させなければならない。 

２ 補助金の返還を命じた場合において、商店街等が定められた納期日までに補助金を納付しなかっ

たときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき、年 10.95 パーセン

トの割合で計算した延滞金（100 円未満の場合を除く。）を納付させなければならない。 

３ 前２項に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても 365 日当たりの割合とする。 

 

（違約加算金の基礎となる額の計算） 

第 22 条 補助金が２回以上に分けて交付されている場合における前条第１項の規定の適用について

は、返還を命じた額に相当する補助金は、最後の受領の日に受領したものとし、当該返還を命じた

額がその日に受領した額を超えるときは、当該返還を命ぜられた額に達するまで順次さかのぼりそ

れぞれの受領の日において受領したものとする。 

２ 前条第１項の規定により違約加算金の納付を命じた場合において、商店街等の納付した金額が返

還を命じた補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を命じた補助金の額に充て

るものとする。 

 

（延滞金の基礎となる額の計算） 

第 23条 第 21 条第２項の規定により延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じた補助金の未

納付額の一部を納付したときは、当該納付の日の翌日以降の期間に係る延滞金の基礎となる未納付

額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 

 

（非常災害の場合の措置） 

第 24条 非常災害等による被害を受け、地域力向上事業の遂行が困難となった場合の措置については、



 

区長が指示するところによる。 

 

（その他） 

第 25条 補助金の交付に関するその他必要な事項は、東京都板橋区補助金等交付規則（昭和４２年板

橋区規則第３号）に定めるほか、産業経済部長が別にこれを定める。 

 

付 則 

この要綱は、区長決定の日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

 付 則 
この要綱は、区長決定の日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 
 



別表（第３条関係）

１　住民サポート事業の補助対象経費
補助対象経費は、事業実施に必要なものと区長が認める経費で下記の区分による。

摘　　　　　要

事業の主要部分委託は補助対象外

２　住民生活サポート事業の補助対象外とする経費

摘　　　　　要

周知物作成に係るものを除く

改修・修繕に係る経費を含む

会議費、飲食費等含む

汎用性があり、目的外使用になり得る物品及び消耗品の購入に
係
る経費

区が定める経費単価を超える経費

使用実績のないもの

補助事業に直接必要のない経費

役員や来賓等の特定の者に係る経費

実施主体である商店街関係者及びその同居する親族（同一生
計）に対して支出する経費

景品及び記念品購入費

出演料

賃金・謝礼

施設整備費

区　　　　　　　　　　分

事業周知に要する経費

物品購入費

委託費

その他諸経費

区　　　　　　　　　　分



３　感染症対策事業の補助対象経費
補助対象経費は、事業実施に必要なものと区長が認める経費で下記の区分による。

摘　　　　　要

総額１０万円を補助対象経費の限度と
する。

４　感染症対策事業の補助対象外とする経費

摘　　　　　要

周知物作成に係るものを除く

改修・修繕に係る経費を含む

賃金・謝礼

施設整備費

区が定める経費単価を超える経費
汎用性があり、目的外使用になり得る物品及び消耗品の購入に
係
る経費
補助事業に直接必要のない経費

リース・レンタル料

共催団体に対して支出する経費

感染拡大防止ガイドラインに基づく消耗品購入費

その他諸経費

区　　　　　　　　　　分

役員や来賓等の特定の者に係る経費

実施主体である商店街関係者及びその同居する親族（同一生
計）に対して支出する経費

景品及び記念品購入費

区　　　　　　　　　　分

感染拡大防止ガイドラインに沿った取組の周知に要する経費

感染拡大防止ガイドラインに基づく物品購入費

出演料

会議費、飲食費等含む



様式第１（第５条関係） 
 

 年   月   日 
 （ 宛 先 ） 
板 橋 区 長 

 
 所 在 地         
商店街等名         
代 表 者              

 
 
 

     年度板橋区商店街地域力向上事業費補助金交付申請書 
 
 
標記の補助金に係る事業を下記のとおり行うので、板橋区商店街地域力向上事業費補助金交付要

綱第５条の規定により、補助金の交付を申請する。 
 
 

記 
 
１．補助事業の内容 
（１） 事業名 
 
（２） 事業の内容     別紙のとおり 
 
２．補助金交付申請額     金          円 
 







 

  
   



 

  
   





様式第２（第６条関係） 
第    号 

 
    年度板橋区商店街地域力向上事業費補助金交付決定通知書 

所 在 地 
商店街等名 

  代 表 者              
 

 
  年  月  日付で申請のあった    年度板橋区商店街地域力向上事業費補助金に

ついては、下記により交付する。 
 

年  月  日 
 
 

板橋区長         
 
 

記 
 
第１ 交付金額 
  金           円 
 
第２ 補助事業名 
   
 
第３ 補助事業の内容 
  申請書記載のとおりとする。 
 
第４ 通則 
補助事業者は、補助事業を行うに当たっては、この文書に定めるもののほか、板橋区商店街地
域力向上事業費補助金交付要綱に定めるところに従わなければならない。 

 
第５ 事情変更による決定の取消し等 
１ 区長は、この交付の決定後において、その後の事情により特別の必要が生じたときは、この交
付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はこの交付の決定の内容若しくはこれに付した条件
を変更することができる。ただし、補助事業のうち既に経過した期間に係る部分についてはこの
限りでない。 

２ １の規定によるこの交付の決定の取消しにより特別に必要となった事務及び事業に対しては、
次に掲げる経費に係る補助金を交付することがある。 
  補助事業に係る機械、器具及び仮設物の撤去その他残務処理に要する経費 
  補助事業を行うために締結した契約の解除により必要となった賠償金の支払に要する経費 
３ ２の規定による補助金の額の２の 又は に掲げる経費の額に対する割合その他その交付につ
いては、１の規定による取消しに係る補助事業についての補助金に準ずる。 



様式第３（第８条関係） 
 

 年   月   日 
 （ 宛 先 ） 
板 橋 区 長 

 
 

所 在 地 
商店街等名 

  代 表 者              
 
 

   年度板橋区商店街地域力向上事業費補助金に係る補助事業遅延等報告書 
 
 
     年  月  日付    第    号をもって交付決定の通知のあった標記事業につ
いて、下記のとおり事故があったので、板橋区商店街地域力向上事業費補助金交付要綱第８条の規
定により、下記のとおり報告する。 
 
 

記 
 
 
１ 補助事業の進捗状況 
 
 
２ 補助事業遅延等の内容及び原因 
 
 
３ 補助事業遅延等に対する措置 
 
 
４ 補助事業の進捗状況及び完了の予定 
 
 
 



様式第４（第９条関係） 
 

 年   月   日 
 （ 宛 先 ） 
板 橋 区 長 

 
 

所 在 地 
商店街等名 

  代 表 者              
 
 

     年度板橋区商店街地域力向上事業費補助金 
に係る補助事業の内容の変更等承認申請書 

 
 

年  月  日付     第   号をもって交付決定の通知のあった標記事業の内
容を下記のとおり変更（＊中止）したいので、板橋区商店街地域力向上事業費補助金交付要綱第９
条第１項の規定に基づき、承認を申請する。 
 
 

記 
 
 
１ 事業実施者名 
 
 
２ 事業名 
 
 
３ 補助金交付決定額 
 
   金      千円   
 
４ 変更（＊中止）の内容 
 
 
５ 変更（＊中止）の理由 



様式第４の２（第９条関係） 
第    号 

 年   月   日 
 
          様 

 
 

板橋区長         
 
 

    年度板橋区商店街地域力向上事業費補助金 
に係る補助事業の内容の変更（＊中止）承認について 

 
 

年  月  日付で申請のあった標記事業の内容の変更（＊一部中止）について、板橋
区商店街地域力向上事業費補助金交付要綱第９条第２項の規定に基づき、下記のとおり承認する。 
 
 

記 
 
 
１ 承認内容 
 
 
 
２ 付帯条件 
 



様式第５（第１１条関係） 
 

 年   月   日 
 （ 宛 先 ） 
板 橋 区 長 

 
 

                          
所 在 地 
商店街等名 

  代 表 者              
 
 

   年度板橋区商店街地域力向上事業費補助金に係る補助事業実績報告書 
 
 

年  月  日付    第   号により交付決定の通知のあった標記補助事業が完
了したので、板橋区商店街地域力向上事業費補助金交付要綱第１１条の規定により、下記のとおり
その実績を報告する。 
 
 

記 
 
 
１ 交付決定額   金        千円 

 
                           

２ 補助事業の実績   別紙のとおり 
 
 

 
 
 
 
 
 



様式第６（第１２条関係） 
第    号 

 
     年度板橋区商店街地域力向上事業費補助金に係る補助事業確定通知書 

 

所 在 地 
商店街等名 

  代 表 者              
 

 
 
 

年  月  日付    第  号により交付決定した板橋区商店街地域力向上事業費
補助金については、    年  月  日付をもって提出された実績報告書を審査した結果、補
助事業の成果が当該補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認められるので、
その額を金           円に確定する。 
 
 
＊（返還額のある場合） 
金           円に確定し、既に交付した補助金         円との 
差額          円を    年  月  日までに返還するよう命ずる。 
 
 
 

年  月  日 
 
 
                       板橋区長            印 
 
 
 
 
 
 
 



様式第７（第１３条関係）  
 

 年   月   日 
 
 （ 宛 先 ） 
板 橋 区 長 

 
 

                          
所 在 地 
商店街等名 

  代 表 者              
 
 

    年度板橋区商店街地域力向上事業費補助金請求書 
 
 

年  月  日付    第   号をもって確定通知のあった標記補助事業につい
て、板橋区商店街地域力向上事業費補助金交付要綱第１３条第２項の規定により、下記のとおり
請求する。 

 
 

記 
 
 
１ 補 助 事 業 名 
 
 
 
 
２ 確 定 額        金          千円 
 
 
 
 
３ 請 求 額        金          千円 
 
 
 
 
 
 



様式第７の２（第１３条関係）＊概算払の場合  
  年  月  日 

 
 
 （ 宛 先 ） 
板 橋 区 長 

 
 

所在地             
事業者名            

                             代表者名            
 
 

   年度板橋区商店街地域力向上事業費補助金概算払請求書 
 
 

年  月  日付    第   号をもって交付決定の通知のあった標記補助事業につい
て板橋区商店街地域力向上事業費補助金交付要綱第１３条第２項の規定により、下記のとおり請求
します。 
 
 

記 
 
 
１ 補 助 事 業 名 
 
 
２ 概算払請求理由 
 
 
３ 交 付 決 定 額       金          千円 
 
 
４ 概算払請求額       金          千円 
 
 
５ 残 額       金          千円 
 
 



様式第８（第１３条関係）  
年  月  日  

 
 （ 宛 先 ） 
板 橋 区 長 

 
 

所在地             
事業者名            

                             代表者名            
 
 

   年度板橋区商店街地域力向上事業費補助金清算書 
 
 

年  月  日付    第   号をもって確定通知のあった標記補助事業が完了したの
で、板橋区商店街地域力向上事業費補助金交付要綱第１３条第３項の規定により、下記のとおり清
算します。 
 
 

記 
 
 
１ 交 付 決 定 額       金          千円 
 
 
２ 確 定 額       金          千円 
 
 
３ 概算払受領済額       金          千円 
 
 
４ 清 算 額       金          千円 
 
 
５ 残 額       金          千円 
 
 



様式第９（第１４条関係） 
  

 年   月   日 
 （ 宛 先 ） 
板 橋 区 長 

 
  

              所 在 地 
商店街等名 

  代 表 者              
  

 
 
 

年度板橋区商店街地域力向上事業費補助金 
に係る消費税及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書 

 
 
板橋区商店街地域力向上事業費補助金交付要綱第１４条第１項の規定に基づき、下記のとおり報

告します。 
 
 

記 
 
 
１ 補助金額（区長が確定通知書により通知した額）             円 

 
２ 補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額     円 

 
３ 消費税及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び 
地方消費税に係る仕入控除税額                      円 

 
４ 補助金返還相当額（３－２）                      円 

 
 
 
 



様式第１０（第１９条関係）  
 

 年   月   日 
 （ 宛 先 ） 
板 橋 区 長 

 
                          

所 在 地 
商店街等名 

  代 表 者              
 
 
 

    年度板橋区商店街地域力向上事業費補助金 
に係る取得財産等処分承認申請書 

 
 

年度板橋区商店街地域力向上事業費補助金により取得した取得財産等の処分について、
板橋区商店街地域力向上事業費補助金交付要綱第１９条の規定により、下記のとおり申請する。 
 
 

記 
 
 
１ 処分予定の取得財産等に係る補助事業の名称 
 
 
２ 処分予定の取得財産等の品目及び取得年月日 
 
 
３ 処分予定の取得財産等の取得価格（効用の増加した価格）及び時価 
 
 
４ 処分予定の取得財産等の設置場所 
 
 
５ 処分予定方法 
 
 
６ 処分予定理由 
 
 


